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令和６年６月定例会 文教厚生委員会（付託）

令和６年６月25日（火）

〔委員会の概要 こども未来部関係〕

立川委員長

休憩前に引き続き、委員会を開会いたします｡（14時20分）

これよりこども未来部関係の審査を行います。

こども未来部関係の付託議案については、さきの委員会において説明を聴取したところ

でありますが、この際、理事者側から報告事項があればこれを受けることにいたします。

【報告事項】

な し

臼杵こども未来部長

理事者におきまして報告事項はございません。どうぞよろしくお願いします。

立川委員長

それでは、これより質疑に入ります。

質疑はございませんか。

木下委員

こどもの居場所について、お伺いさせてもらいます。

先日の一般質問で、こどもの居場所について質問いたしました。知事から、子供たちが

精神的に不安定になりやすい夏休み明けの前後に、こども食堂などを集中的に開催した

り、不登校で悩んでいる子供や保護者と連携してクラウドファンディングを行うことな

ど、御答弁を頂きました。

そこで、クラウドファンディングについてお伺いします。

まず、現在の状況について、教えてください。

原田青少年・こども家庭課長

ただいま木下委員より、クラウドファンディングの現在の状況につきまして御質問を頂

きました。

クラウドファンディングにつきましては、来月からの実施に向けまして現在、最終調整

を行っているところでございます。

実施に当たりましては、不登校の子供の保護者を中心とするとくしま多様な学びプラッ

トフォームと連携いたしまして、御支援を頂きました寄附につきましては、学校に行けな

いことで不安感を抱える子供や保護者に多様な居場所を知っていただくために、フリース

クールや教育支援センターなどの多様な居場所の情報をまとめました冊子の発行でありま

したり、当事者によりますトークイベントの開催、不登校の親子同士がつながれる交流の
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場づくりなどに活用させていただく予定でございます。

木下委員

クラウドファンディングの実施に当たり、連携をするとくしま多様な学びプラット

フォームの概要や寄附の目標額を教えてください。

原田青少年・こども家庭課長

クラウドファンディングの実施に当たりまして、連携をさせていただきます団体の概要

や寄附の目標額につきまして御質問を頂きました。

とくしま多様な学びプラットフォームにつきましては、令和６年３月に不登校の子供の

保護者が中心となり設立した団体でございます。

会員といたしましては、フリースクールの運営者やスタッフ、不登校の親の交流グルー

プの運営者の方々、さらにこどもの居場所の運営者など、様々な立場の方が15名ほど参画

して設立した団体と聞いております。

団体の活動趣旨といたしましては、学校も含めまして、子供が自分にあった居場所で学

び成長できるよう、多様な選択肢を届けることを目的として、教育支援センターやフリー

スクールなど、多様な居場所の発信や当事者の交流の場づくりに向けて、子供や保護者と

つながれますように、ＳＮＳ等々で情報発信をし始めたということで聞いております。

また、クラウドファンディングの目標額につきましては、100万円を目標としておりま

す。

使途としましては、主に多様な居場所の情報をまとめました冊子の発行に活用させてい

ただきたいと考えております。

木下委員

クラウドファンディングの成功に向け、多くの方々の共感を得て御支援を頂く必要があ

ると考えますが、どのような点を重点的に訴えていくのか教えてください。

原田青少年・こども家庭課長

どのような点を重点的に訴えていくのかという御質問を頂きました。

県内の不登校児童生徒の皆様につきましては、約半数が学校内外の機関等で相談指導を

受けていないということが課題となっているところでございます。

不登校の子供の保護者からも、周囲に相談しづらく、孤独や不安を感じるという声もお

聞きしているところでございます。

今回のクラウドファンディングにつきましては、子供の一番の伴走者であります保護者

の視点でありましたり、不登校に悩んだ経験を持つ当事者の視点を生かしながら、実施し

ていきたいと考えております。

具体的には今後、ウェブ上でアップしていきます寄附募集ページにおきまして、当事者

からの声といたしまして、例えば、保護者は子供が不登校になったときに、不安感や焦り

を感じながらもどうしたらよいか、誰に聞けばよいか分からず、自ら様々な情報収集を行

わなければならないことなどが負担であること、また不登校は誰にでも起こり得るという
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ことを理解していただき、そうなったときの相談先や支援先、多様な学びの場や居場所の

選択肢を事前に知っておくことが、子供や保護者の皆様方の安心につながることなどを訴

えさせていただきながら、御支援を募る過程を通じて共感の輪、支援の輪を広げていくこ

とを目指しまして、伝えるというだけでなく、しっかりと伝わるような仕組みを考えまし

て、当団体や教育委員会、フリースクール等々の民間団体と連携をして、取り組んでまい

りたいと考えております。

木下委員

私の周囲でも、不登校で悩んでいる保護者の声を聞くことがあります。クラウドファン

ディングを実施すること自体が、地域の多様な居場所の周知につながり、不安感を抱える

子供や保護者の安心にもつながると思いますので、来月からの実施に向け、しっかり取り

組んでいただくようお願いいたします。

古川委員

子供に関する質問をさせていただきます。

先日、2023年度の出生率が発表になって、1.20ということで、一旦、2005年に1.26とい

う衝撃的な数字が出て以降、何とか出生率を高めていこうという取組があって、かなり盛

り返してきたのだけれども、結局2022年にまた1.26に戻って、今回は1.20に下がった。

雪崩を打っているという、歯止めが利かないような、本当に危機的な状況になっていっ

ているのかなと、すごく感じています。

21年前、2003年に少子化対策基本法ができて、20年間、いろいろやってきたけど、結局

は元に戻ったというよりそれ以上ということで、これからますます落ちていくのかなとい

う危機感をすごく感じている状況です。

徳島県は、まだちょっと踏みとどまって1.36ですか。これも人口が少ないから、そうい

うようなところがあるのかなと思います。

よそに比べて、特別ここが勝っていたというのは、余り見受けられないかなという気が

しております。

こういった中で、20年たって、ようやく子育て支援法という、やっと国が本気になりだ

したかなという感じです。

この３年間で3.6兆円までしっかり予算を確保していく。これはＯＥＣＤ諸国の中でも

スウェーデンが１位と言われておりましたけど、スウェーデンに並ぶぐらいの予算規模を

確保できたということで、期待をしていきたいなと思うけれども、1.20まできてしまって

手遅れ感をすごく感じています。

こういうことを言っても仕方がないので、どれぐらいの人口規模にソフトランディング

していくかというのを、もう一回デザインし直していかなければいけないのかなと思って

ます。こういった中で、こども基本法に基づく計画を全都道府県で作って、徳島県も作っ

ていくということでございますけれども、徳島のその現状を踏まえて、どういったこども

計画を、国から大綱が当然示されているんだと思いますけれども、都市部の状況と徳島県

の状況では大分違うと思うのです。

全国一律の状況ではないと思うので、しっかり徳島県の状況を踏まえた上で、しかも
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データに基づいて、どういうような取組が必要なのかということを計画の中に盛り込んで

いってほしいなと。

今年度計画を作るというので、今から調査できないのかも分からないのですけども、そ

れだったら、計画は仕方がないのですが、それでもいろんな調査はしていってほしいなと

思っていて、その都度計画を見直していくという方法もあるかと思いますので、今回まず

は、今年度このこども計画をどういう方針でやっていこうとされているのかをお聞かせく

ださい。

大井こども未来政策課長

ただいま古川委員より、こども計画をどういう方向で進めていくのかという御質問を頂

いたところでございます。

こども計画につきましては、昨年末に閣議決定がなされました国のこども大綱を踏まえ

まして、子供たちが将来にわたって幸せに過ごすことができる、子供にも分かりやすい計

画を現在、私どもは目指しており、関連する六つのこども関連計画を統合いたしまして、

この度、県のこども計画として初めて策定するものでございます。

計画の策定に当たりましては、先月20日ですけれども、保育やこども食堂、子育て現場

で活躍されています皆様方、それから学識経験者や、若者の当事者でもあります大学生に

も入っていただきまして、とくしまこども未来会議を立ち上げ、この会議の中で、リアル

な現場の声をお聞きしながら進めているところでございます。

先般の第１回の会議では、計画の柱となります主な施策群といたしまして、さきの２月

議会で、こども未来応援条例が議員提案により制定されたわけですけれども、こちらのほ

うも踏まえました、子供の権利の理解の促進であったり、居場所づくり、結婚、妊娠、出

産、希望がかなう環境づくり、それから子育て世帯の負担軽減を目指して御検討を頂いた

ところでございまして、引き続き、この会議におきまして、御意見等をお伺いしながら議

論も進めてまいりたいと考えております。

古川委員

さらっとした答弁だったかなと思いますけども、委員の意見を聞きながら、しっかり

やっていきたいという感じで、当然こども計画なので、私が指摘した、いわゆる出生率と

か少子化だけのことではないと思います。

子供全体の、子供の幸せをどう作っていくかという計画だと思いますので、そういうふ

うなのも当然あります。

そういう部分から言うと、まずさきにお願いしておきたいと思うのは、子供の意見を

しっかり聞いてほしいというのがあります。子供の意見、若者の意見をしっかりと取り入

れた計画にしていってほしい。

ですから、審議会とか検討会に子供たちを呼んで、こういう委員会に来てもらってもい

いんだろうかなと思いますけれども、そういう形の、しっかり子供の意見を聞いた上での

計画にしていってほしいと思うのが１点あります。

あと、先ほど言った少子化に対する部分につきましては、しっかりと徳島の現状をデー

タで見極めた上で、当然予算は限られた中ですので、効果的な対策を打っていってほしい



- 5 -

令和６年６月25日（火） 文教厚生委員会（付託）こども未来部

と思います。

こども基金もできているので、そういうところを使って、まずは全体的な実態、都市部

と徳島県では大分違うと思います。

一般的によく聞くのは、結婚なんかも若いときに結婚する人もおれば、かなり遅くなっ

てすると、二極化しているような意見もあります。

これは、徳島県においてこうなっているのかどうかとか、早く結婚した人はどれぐらい

の人数の子供が生まれていて、もう一人増やすということは、どういうことに問題がある

のかとか、そういうところを突き詰めて対策も打ってほしいなと思いますし、遅く結婚し

た人は、一人産むだけで精一杯だと思うのです。

そういう方については、どういうような手当が要るのか、まずそのあたりの実態を把握

するのが大事かなと思います。

都会なんか行くと、僕も一期目ぐらいだったかと思うのですけども、品川区が子育て支

援に力を入れているというので、区役所に行って保健関係の職員の方から話を聞くと、あ

の頃、東京では一人産んだら二人目は絶対産まないという女性が結構多いという話だった

んです。

今の育児で大変だということで、ノイローゼになる人の割合もかなりいたので、県内で

は、そういう実態までは余り聞かないかなという気もしたりしているし、都会と徳島では

違うのだろうなと思います。そのあたりしっかりとデータをつかんで、今年度中にするの

は無理かも分かりませんけども、せっかく計画を作るので、そういうところをつかんだ上

で、その状況に応じたしっかりとした対策を的確に打っていってほしいなというのが二つ

目の要望です。

そういうような形で計画を、子供の意見を聞き、しっかりデータに基づいてやってほし

いというのをお願いしておきたいと思いますので、よろしくお願いします。

何かあれば、お願いします。

大井こども未来政策課長

ただいま古川委員より、こども計画策定に当たりまして、子供の意見を聞いたり、若し

くはデータ等をしっかりと計画に生かしていってはどうかということで、御意見を頂いて

おります。

こども計画を策定するに当たりまして、子供の意見につきましては、しっかりと聞き取

り等をしながら進めていくこととしておりまして、子供自身から御意見を頂くということ

は非常に貴重だと思っていますので、そちらも、この計画に反映させていただきたいと考

えております。

また、データ等に関しましても、傾向であったり課題であったりとか、データから見え

てくるものを分析した上で計画に位置付けていくことは、非常に重要なことと認識してお

ります。

今年度は、子育て世帯を対象に現状の課題整理や体制整備の充実に向けた基礎資料とす

るために、先ほど委員からも、産後つらい思いをされている方のお話もございましたが、

特に産前産後の妊産婦さんの意向調査も含めまして、実態調査をしたいと考えておりま

す。
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これらの調査から得られた結果や、これまでにあります統計データも踏まえて、今年度

策定をいたします計画の策定に向けまして、しっかり生かしていければと考えておりま

す。

古川委員

本気で徳島県の少子化を止めようと考えた場合、そういうのはマストなので、先ほども

言ったように、国全体で打ち出されていることは、部分的には徳島と合致しますけれど

も、地域性がかなりあります。国はいわゆる切れ目のない支援をやっていく、これがお題

目になったらいけないのです。これを言っていたらいいみたいになってしまったらいけな

いので、それは当然大事ですけれども、徳島はどうするのかと、どうなっているのかとい

うのを見ていくのはマストです。

1.20まで落ちている、これを真剣に考えたら、本当に危機感を持ってやっていかなけれ

ばいけないと思います。本当にどこまで落ちるのかということになってきますから。

これは部長を筆頭に真剣に考えていってほしい。今年度が無理なら来年度でもいいです

から、しっかりと検討していってほしいと思います。

そういった中で、今回のこども支援法はかなり手厚く３年間掛けて財政確保していくと

いうことになりまして、いろんな給付がされるようになりますけれども、それでも私は、

若い人たちが、これだけ手厚い給付があるなら早く結婚しようかとはなかなかならないと

思うんです。晩婚化の流れというのは、なかなか止めにくいと思っています。

そういった中で、どうやって出生数を維持していくか、高めていくかと考えたときに、

よく言われる妊孕力を高めていかなければいけないかなと思っています。昨年度も議論
よう

させてもらった、いわゆる不妊治療の高度化もしかりですけども、今よく言われるのがプ

レコンセプションケアをしっかりするようにということが打ち出されています。

今、妊娠前の妊孕力をしっかりと確保していく、そういう知識を若いときから持って
よう

いってもらうという取組が大事なんだと。それをやって急に出生率が伸びるという話では

ないかと思いますけども、こういうこともしっかりやっていかなければいけないのかなと

思っていますので、今の県の取組、また他県ではこういうのがあるので検討していますと

いう状況があったら教えてください。

玉岡子育て応援課長

ただいま古川委員から、プレコンセプションケアについての県の取組について御質問を

頂きました。

委員おっしゃいましたように、安全安心で健やかな妊娠、出産のためには、男女を問わ

ず妊娠前の早い段階から正しい知識を身に付けて健康管理を促す、いわゆるプレコンセプ

ションケアの推進が非常に重要と言われておりまして、県におきましては、教育、保健、

医療の関係機関と連携しまして、若い世代を中心に支援に取り組んできているところでご

ざいます。

大きく３点ございまして、まず１点目、普及啓発の部分でございますが、県教育委員会

とも連携しまして、妊娠の適齢期があるということ、また助産師、産婦人科医の専門的な

避妊の方法や解説などを収録したライフプラン動画を作成しまして、県内の高校の授業で
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モデル的に活用していただいております。昨年は、小松島西高校に御協力を頂いたところ

です。

また、２点目としまして、相談支援でございますが、LINEアカウントとくしま性と妊娠

LINE相談を開設しまして、性や身体に関する疑問や不安に助産師等の専門家がお答えする

相談窓口、こちらは夜間も対応しておりますけれども、相談窓口を設置するとともに、各

保健所においては、性と健康の相談センターということで、保健師による相談指導も実施

しておるところでございます。

また、３点目、将来妊娠を希望する御夫婦への支援としまして、少し委員からもお話が

ございましたように、男女問わず自分の妊娠する力、いわゆる妊孕性を知るための不妊
よう

検査の費用助成を昨年度から開始いたしまして、今月６月からは助成対象となる検査も一

部拡充するなどしているところでございます。

２点目の、他県での事例はという御質問でございますが、例えば島根県におきまして

は、高校生が家庭科や総合学習の授業を活用して、ライフプラン設計講座ということで体

系的に学ぶ機会を設けておりまして、それに対して、専門講師を派遣するような事業を実

施しているとお聞きしております。

また、徳島の隣、高知県におきましては、本県のような夜間とかLINEによる相談対応は

ございませんけれども、中学生とか高校生など、思春期の学生を対象に電話相談、面接相

談を実施しているとお聞きしております。

こうした他県の事例も引き続き収集しながら、若い世代ということで、教育委員会との

連携も非常に重要となっていますので、連携しながら事業を進めていきたいと考えており

ます。

古川委員

分かりました。

そういう助成事業をやって、若い人たちだけでなくて、親御さんも含めて知らせる、機

会を与えるというのも大事ですし、若い時期にこういう知識を得る機会をしっかりと作っ

ていくということが大事だと思っています。こういう知識が１回入れば意識ができるかな

と思いますので。

例えば、今学校などで健康診断があるのかどうか知らないですけども、僕らは子供のと

き、健康診断の日がありました。体重を測ったりいろいろ。そういうときに効果的な短め

の動画を作って全員に見てもらうとか、そういう知識を与える。１回でも与えておけばか

なり違ってくるのかなと思うので、そのあたり、徹底できるような取組を考えてくれたら

有り難いと思います。

今、言われているのは、地元企業の大塚製薬株式会社さん、結構力が入っているんです

よ。大塚製薬株式会社さんがよく言うことが二つあって、一つは女性の痩せ過ぎがいけな

いと言うんです。いわゆる痩せ過ぎというのは、ＢＭＩが18.5未満が痩せ過ぎだそうです

けど、ＯＥＣＤ諸国の中で日本は成人女性の痩せ過ぎがダントツなんですよ。それで

ちょっと下がって韓国で、ヨーロッパなんか結構低いんですけど、痩せ過ぎっていうのは

いけないそうなので、そういう知識とか、あと葉酸を取ることが大事だと大塚製薬株式会

社さんが言っておられます。葉酸摂取をして、このあたりもしっかりとやっていかなけれ
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ばいけない。

ですから、地元企業なんで、結構言ったら協力的になってくれると思います。そういう

ところとも連携を取りながら、しっかり取り組んでいただきたいと思います。

ともかくこれは、子供が少なくなる、本当に持続可能な日本を作っていけるかどうかと

いう大きい問題と思いますので、できれば徳島から、田舎の対策は徳島県が進んでいるん

だって言われるぐらい、しっかりやっていっていただきたいなと思いますので、よろしく

お願いいたします。

長池委員

私も、子供のことで質問しようと思ったのですが、ほぼ古川委員に言っていただいたの

で。こども大綱ができて、これから県もそれに準じて、こども大綱を勘案して都道府県で

こども計画を作っていきなさいよ、さらには市町村でも作っていきなさいよという努力義

務みたいなのがあります。

作るんだろうなと思うんですが、少し前まではいいと思っていたんです、作ったらいい

なと思ったんですけど、こども大綱を読めば読むほど、ある意味よくできているんです。

いろんな学者の人やら有識者の人が条文も考えて網羅してよくできている。子供にも意見

を聞いたり、先ほど古川委員がおっしゃったように、調査して何％が今、意識がこれだけ

だからもっと高い目標を持ちますとか、全て網羅していますから、あのままでもいいので

はないかなと思ったり、正直、あんなものを徳島で、また一から積み上げて作る間があっ

たら、もっと現場ですることがあるのではないのかと思ったりもします。

あれを作るのは大変だと思います。ただ１点言えるのは、古川委員もおっしゃっていた

けど、どうせ作るのなら、徳島らしさというのもあっていいのかなと思います。

このこども大綱、こども計画というのは、せっかくできたこども未来部ですけども、実

際実施するとなるとこども未来部だけでは到底無理というか、逆にこども未来部は何もす

ることがなくて、ほとんど他の部局との連携によって実現可能な案件。５月末にも出まし

たけども、こどもまんなか実行計画というのも見たら、大体実行するのは、他部局という

ことで、司令塔のような役割になるんだろうなと私は今、認識しております。

よく似た立場におるのが危機管理部と思います。危機管理部もいろいろな防災計画を立

てますが、実際にいろいろなソフト、ハードの対策に関しては、県土整備部、保健福祉

部、病院、また教育委員会であったりするんで、そういった意味では、こども未来部は司

令塔のような役割なんだろうと思います。

是非、そんな中で徳島らしさというか、徳島の危機管理でいうと、徳島の一番目の前に

ある危機というのは、一つは南海トラフ巨大地震であったりします。

そういう意味で、子供における徳島の今の最大の問題点は何かというのを、しっかり見

つめていけばいいのかなと思います。

だから、東京とか大阪の都市部での悩みとは違う悩みがあるんだろうなと思います。そ

ういったことをしっかり取り入れていただきたいということと、子供たちにも意見を聞く

と。子供たちに意見を聞くというのは非常に難しいことだと思うのです。まだ人生経験の

浅い子供たちにそういうのを聞くというのは難しいんですが、それはもっと単純に考えて

いいと思います。避難場所はどこがいいかというぐらいの感じだと思います。
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学校に行く途中にどこか避難場所ありますかと言ったら、あそこいつも通っているよと

かそういうことを、リアルな子供たちの声を聞くというのは、そう難しく捉えるのではな

くて、子供たちの今感じている部分を酌み取るということが重要なんだろうなと思いま

す。

国も上手に、こども若者何とか意見プラスとか、ホームページを立ち上げてやっていま

すけども、徳島も是非、子供たちの意見、そしてさらには、これから家庭を持ちたい、子

供を持ちたいという若者たちの意見も、そう難しく考えるのではなくて、どう思うってい

うぐらいの感じでしっかり取り入れてほしいなと思います。

要は意見だけです。というのは、古川委員に御答弁されていたので、私も同じような意

見でございます。本当にこども計画というのを作っていくのは大変だと思いますけども、

目的は徳島の子供たちをどうするかでありまして、計画を作るのが目的ではありませんの

で、要望としては、できたばかりで申し訳ないけど、先ほどの教育委員会に比べたらもう

ちょっと人がいてもいいかなと思うので。

是非、頑張っていただいて、来年度は人員が増えるような、議員が応援したくなるよう

な頑張りを見せていただいて、来年に向けてといいますか、古川委員おっしゃるとおり、

本当に大事だと思うのです。子供たちをどうするか、子供たちがどうなってほしいかって

いう希望を託すものですから、特にございません。答弁も要りません。

何か言わないと質問にならないのでしょうか。

そうですね、徳島らしさについて何かありますか。

大井こども未来政策課長

ただいま長池委員より、こども計画を策定するに当たって、徳島らしさをということで

御質問を頂きました。

今回、こども計画を策定していくんですけれども、先ほど古川委員にも御答弁させてい

ただきましたとおり、今回のこども計画の特徴といたしまして、子供や若者など、子供自

身から意見を聞き取って、それをこの計画にも反映していきたいと考えております。

具体的に申し上げますと、学校現場でワークショップを開いて、子供たちから直接意見

を聞いたり、それから若者に身近なＳＮＳとかウェブフォームも使いまして意見を聴取し

たり、なかなか出てきづらいような子供さんとも、特にフリースクールやこども食堂に

は、こちらから足を運んでいろいろ話を聞くということであったり、今年度が初年度には

なるんですけれども、様々な手法について、チャレンジをしていきたいと思っておりま

す。

こうしたリアルな声は、徳島に住む子供たちがどんなふうに感じているのか、あるいは

何を求めているのか、この徳島で安心して過ごしていくため、また居続けてもらえるた

め、貴重な御意見になるかなと思っております。

こども未来会議でも現場の皆様から御意見をお伺いしようと考えておりますので、こう

した子供の声も一緒に計画に生かしていけるように、丁寧に対応してまいりたいと考えて

います。

また同時に、こども未来部だけではなかなかというようなお話を頂いたところでござい

ますが、正にそのとおりでございまして、この少子化の要因の一つとしては、若い世代の
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方が共働きしながら、共に子供を育てていく、その辺の難しさなんかも、いろいろ要因は

絡み合っているところはあるんですけれども、こども未来部だけではなくて県庁全体で

しっかり取り組んでいきたいと考えております。

長池委員

是非、他の部局といろいろ今後、交渉して連携していくときには粘ってください。頑

張ってください。

他の部局がこれぐらいでいいのと違うのみたいなこと言ったら、いや、もっと頑張りた

いんですって粘ってください。

皆さんが徳島の子供を背負っていると思ってください。

部局と交渉するときに数値目標とかあるじゃないですか。そういうのを頑張ってくださ

いね。本当に頼みます。よろしくお願いします。

井下委員

数点だけ、お伺いします。

先ほど来、子供の意見を聞くというところであるんですが、２月の議会において、議員

提案によりこども未来応援条例を作りました。

この条例は、私も思いが強かったんですが、子供たちは大人の支援を受けながら自立し

た個人として確立していく権利の主体であり、生きる、育つ、守られる、参加するをはじ

めとした子供の権利が尊重されなければならないとあります。

まず、子供自身が自らの権利を知るということが大事になるんですが、４月からスター

トしました今年度、県において子供たちが権利を知るということができるようハンドブッ

クを作成し周知するとのことでありましたが、現在の対応状況についてお伺いします。

大井こども未来政策課長

ただいま井下委員より、ハンドブックの対応状況についての御質問を頂きました。

さきの２月議会で制定されました、こども未来応援条例につきましては、先ほど委員お

話しのとおり、こどもの権利の尊重を基本理念に掲げておりまして、県といたしまして

も、本条例の趣旨を踏まえまして、子供自らが権利の主体であることを知るという理解促

進を図るために、県内の特別支援学校を含みます小学校・中学校・高校に通います全ての

児童生徒に向けて、こどもの権利のハンドブックを配布いたしまして、教育の現場で活用

いただきたいと考えております。

そのため、ハンドブックの制作に当たりましては、小学校の低学年向け、高学年向け、

中学校向け、それと高校、大人向けと、発達段階に応じて４種類作成をすることとしてお

りまして、先ほど委員からお話がありました、生きる、育つ、守られる、参加するといっ

た権利や、県条例の基本理念など、イラストとか身近なエピソードを交えながら、興味や

理解が深まるように工夫をしていきたいと考えております。

井下委員

今度のこども計画の六つの目標の１番に、こどもの権利を大切にしますというのを入れ
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ていただいていますので、是非このこどもの権利をまず子供たちに知っていただくという

ことなんですが、そのためには、教育委員会との連携が必要不可欠でございます。

ハンドブックを学校現場で活用してもらえることが最も効果的であると考えますが、こ

の事業を進めていくに当たり、教育委員会とはどのような連携体制が取られているでしょ

うか。

大井こども未来政策課長

ただいま、教育委員会との連携体制についての御質問を頂きました。

教育委員会との連携につきましては、条例の施行日であります３月19日にハンドブック

の制作ワーキングチームを立ち上げまして、当課の職員に加えまして、人権教育に精通い

たしました小学校・中学校・高校の教員であります、人権教育課の各職員にも御参画を頂

きまして、このハンドブックが学校現場で活用しやすいものとなるように、現場の視点を

取り入れながら現在、制作作業を進めているところでございます。

また学校現場におきましても、ハンドブック制作の趣旨を責任者の方々に御理解いただ

くため、各市町村の教育長、それから県内の小学校・中学校・高校の学校長、それから各

学校に配置されています人権教育の担当の先生方に説明の機会を、教育委員会に調整を頂

きまして、各学校での活用につきまして、私どもが直接依頼させていただいたところでご

ざいます。

今後は、県条例に規定されております子供の意見表明、それから社会参加の促進なども

踏まえまして現在、進めております県のこども計画策定の中で、子供の声も聞きながら、

これを計画に反映したいと考えておりまして、県教育委員会とは、しっかりと引き続き連

携していきたいと考えております。

井下委員

教育委員会としっかりと連携できているということでございました。

全ての子供の個性や発達の違いを認め、生まれた環境に影響されることなく、子供たち

が自分らしく安心して笑顔で過ごすことができるよう、この条例の趣旨を子供たちはもち

ろん、先生、先生以外、親も我々議員も、いろんな子供に携わる人たちにしっかりと伝え

ていっていただきたいと思います。

配布しただけで終わらないように、今回の計画に、先ほど言いましたけど目標の１番に

も入れていただいているので是非、計画を作る際にも早めに子供の意見聴取ができたら面

白いのではないかなと思っておりますので、引き続いてしっかりと学校現場と連携してい

ただけたらと思います。お願いいたします。

それともう１点、望まない妊娠についてお伺いしたいんですが、望まない妊娠という言

葉が最近あるのですが、これについて、説明をしてもらってもいいですか。

玉岡子育て応援課長

ただいま井下委員から、望まない妊娠、予期しない妊娠について、どういうものかとい

う御質問を頂きました。

予期しない妊娠につきましては、様々な事情によりまして、妊婦とそのパートナーの方
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が妊娠を継続することや、子供を産み育てることを受け止められず支援を要する状態にあ

ることと一般的に言われておりまして、具体例としましては、10代の若年層の妊娠であり

ますとか、ＤＶ、性暴力、性被害による妊娠などがあるかと思います。

その多くのケースが、妊娠を誰にも相談できず、医療とか行政機関につながらないま

ま、いわゆる孤立出産となり、その結果、母子ともに非常に危険な状態に至るというよう

な事例も散見されておりまして、母子の生命と健康の確保の点から非常に大きな問題であ

ると認識しております。

井下委員

今御説明いただいたみたいに、結局誰にも相談できないということが一番のネックに

なっていると思います。

最悪の場合、普通の女の子が殺人事件、子供を殺したようなことにもなっているのが現

状ですが、この誰にも相談できないところで、この４月から国も力を入れて妊娠ＳＯＳと

いう取組をしているんですが、これについて県内での現状を教えていただけますか。

玉岡子育て応援課長

ただいま、妊娠ＳＯＳの取組の状況について御質問を頂いております。

妊娠の孤立を防ぐことを目的に、匿名で電話とかメールなどにより、相談を受け付ける

妊娠ＳＯＳの相談窓口でございますが、県におきましては、予期しない妊娠への相談窓口

といたしまして、従来より保健所におきまして、性と健康の相談センターということで保

健師による相談対応をしておりますほか、本年５月から、既存のLINEアカウントを持って

いたんですけれども、新たに相談機能を拡充いたしまして、妊娠ＳＯＳ相談窓口というこ

とで、とくしま性と妊娠LINE相談を設けております。

また、市町村におきましては、特に妊娠ＳＯＳという専用の看板は掲げてはいないので

すけれども、子育て世代包括支援センター、今は順次、こども家庭センターに移行してお

りますけれども、地域の保健師、助産師さんなどが地域の関係機関と連携しながら相談対

応を行っているという状況です。

井下委員

アウトリーチをしっかりやってくださいというのは当然なんですが、もっと悲惨な状況

へアウトリーチしても、自分がアウトリーチの状態にあるかどうか分からない、受ける状

態なのかも分からないというような判断の方もたくさんおります。

自分が支援を必要としているかどうかも分かっていないというようなところもあるんで

すが、県内でLINEの話もありましたが、現状、今まだ足りていない部分というのは見えて

いますでしょうか。

玉岡子育て応援課長

ただいま井下委員から、現状足りていない課題という御質問を頂いております。

先ほど申し上げましたLINE相談なんですけれども、365日24時間受付をしておりまし

て、平日の夜間６時から９時まで、助産師等の専門員がチャット形式で相談をしているも
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のでございます。これは本年５月から始めているんですが、４月の時点では、このLINEの

登録というのが588名だったところ、本日は1,121名と、ほぼ倍の登録者数に増えていまし

て、こういう匿名でハードルが低く相談できる場というのは一定のニーズがあるものと考

えております。

ただ、委員おっしゃいますように、そういう相談窓口があることをいかに届けるか、広

報するかというところが大変重要だと考えておりまして、これからその広報の部分が工夫

していくべきところかなと考えております。

井下委員

例えばそれも子供の意見の中で聞いていただいてもいいのかなと思います。我々が届か

ないところとか、意外と行政がしっかりきっちりやっているつもりでも、どうしても落ち

ている部分というのがあるのかなと思いますので、是非聞いていただけたらなと思いま

す。

去年、木下委員さんも一緒に赤ちゃん授業を見に行ったんですけど、その際に、最後に

子供は欲しいですかと、お子さん持ちたいですかと聞いたんですが、僕は、皆さんから実

は余りいい答えが返ってこないんじゃないかなと思っていて、なかなか親になるのは大変

でとか、いろんなお金も掛かるしという意見も元々あったので、ちょっと微妙かなと思っ

たんですけど、ほとんどの子供たちが親になりたいですと答えてくれました。

なので、命の授業とか、こういう赤ちゃん授業の大切さというのは、僕らが感じること

よりも、今から親になる、子供でもいいんですけど、ものすごい感じるところがあるのか

なと思います。うちも子供が５人いますけど、下ができたら、それは放っておいてもお兄

ちゃん、お姉ちゃんになっていくんで、また、下に対する考え方とか、子供に対する考え

方が全然変わってくると思います。

いろんな子供たちというか、大学生もそうですけど、できたらいろんな人に意見を聞い

ていただけたら、今言ったＳＯＳの場でも、もしかしたら何か届け方があるのかなとも思

いますし、当然できることは全部やってほしいなと思います。そもそもどこにも相談に行

けないということは、なかなか表明ができない、難しいとは思いますが、どこかで引っ掛

かるようにできたらと思いますので、お願いしておきます。

また、産まない選択というのも当然あるんですけども、しっかりそういった相談体制を

取っていく中で、例えば産む選択というのもしていただけたらいいのかなと思います。

それは例えば、先ほど出産の高齢化の話もありましたが、なかなか子供が欲しくてもで

きないというところで、最近、特別養子縁組の制度がしっかりしてきているというのと、

事例がたくさん増えてきているということもあります。県内の件数は今、分かりませんけ

ど、また教えてくれたらいいです。

また、こういった特別養子縁組の制度もしっかりと活用しながら、せっかく宿った命を

次につなげていく取組を是非、お願いしたいと思っております。これは質問しませんの

で、是非、今後いろんな課題に立ち向かっていただけたらと思います。

最後、意見なんですが、少子化対策の話なんですけど、子供を支援するのか親を支援す

るのか、あとは経済対策なのか教育なのかという、いろんなスタート地点があるとは思う

んです。
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最近、多子世帯が増えているというデータを見掛けまして、私は子供が５人いるんです

けど、確かに一人目、二人目となったときに、３人目を作りやすいというか、子供を授

かってもいいかなと、全然気概が違うといいますか、一人目の時とは全然違うのですよ

ね。

最近、多子世帯へのいろいろと援助というか、補助みたいなものもしているんですけ

ど、これももうちょっとしなやかにといいますか、どういうところがメリットがあるのか

とかしていただけたら。割と多子世帯の親は、親には当然なっていますので、子供を次産

んでもいいかなというのは、金銭的にこれ以上はきついなとか、いろんなことがあると思

うんですけど、意外と意見がしっかり分かりやすいんじゃないかなというところがありま

す。是非、一人目もそうなんですけど、５人目が６人目になったりとか、そういうのも施

策の一つかなと思いますので、いろいろ検討していただけたらと思います。よろしくお願

い申し上げて、私からの質問は終わります。

近藤委員

私からは、児童養護施設で暮らす子供たちについて御質問させていただきます。

私、定期的に児童養護施設にボランティアで訪問しているので、職員さんとか子供たち

とかと接する機会があって、いろいろ話を聞くんですが、そこは０歳児から18歳児まで、

大体40名が寮生活をしているところで、高校を卒業したら、次々と退寮していくといった

流れになっています。

訪問する度に子供たちが大きくなっていて、本当にうれしいんですが、当然これは小学

校とか中学校、高校とか、進級する度にかなりの費用が掛かってくるのかなと考えており

ます。

そこで、児童養護施設の子供たちが小学校、中学校、高校と、進級に伴って多くの費用

が必要になると思うのですが、子供たちの生活や学業において、どのような支援が今行わ

れているのかお聞かせください。

原田青少年・こども家庭課長

近藤委員より、児童養護施設に入所しております子供たちの暮らしの部分についての御

質問かと思います。

児童福祉法の規定に基づく措置によりまして、児童養護施設に入所しております児童に

掛かる経費につきましては、いわゆる措置費として国と県が全額を負担しているところで

ございます。

措置費では、児童に掛かる経費として、日常経費に必要な食費を含む諸経費でございま

す一般生活費として月額５万5,270円を支給しているところでございます。

さらには、学校生活に必要な費用といたしまして、通学に要する経費であったり、給食

費をはじめ、学校での集金や部活動に掛かる費用につきまして、実費での負担という形で

対応しているところでございます。

また、学習塾に掛かる費用でありましたり、委員のお話にありました学齢期に応じての

入学の支援金や支度金、修学旅行に必要な旅行費につきましては、学齢に応じた御支援を

させていただいているところでございます。
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日々の学用品等の購入に充てられます教育費というものもございまして、こちらにつき

ましては、令和６年度から習い事や学習に用いますスマートフォン等々のニーズも高いと

いうこともございまして、機器の購入や利用に掛かる費用分として、月額5,000円が令和

６年度から増額をされているところでございます。

また、高校時になりますと、委員のお話にございましたような費用も掛かってくるとい

うこともございまして、県においては高校入学時の費用につきましては、やりくりが難し

いという施設からの声も反映し、県独自に10万円を上限とした御支援でありましたり、高

校３年生になってきますと、受験や就職を控えました必要な費用は増加傾向でございます

ので、こちらにつきましては、令和６年度から大学等の受験に掛かる費用につきましても

対象としているところでございます。

近藤委員

公的な支援によって、子供たちが日常生活や学校生活を安心して過ごせているというこ

とは今、お伺いできました。

ただ、施設で暮らしている子供たちは、高校３年生になったら巣立つというような形に

はなります。

職員の方も、巣立ってからがものすごい心配だという声が非常に多く、また、巣立つと

きにもかなりの費用が当然掛かります。

一人住まいをしたりとかいう部分の費用がたくさん掛かってくるのですが、そういうふ

うな子供たちの退所に当たっては、どのような支援があるか教えてください。

原田青少年・こども家庭課長

子供たちの退所に当たっての支援について御質問を頂きました。

児童養護施設に措置されました児童の皆様は、高校卒業後、進学や就職によりまして、

施設を退所することが予定されております。

児童は保護者からの支援が受けられないこともありまして、社会的に自立していけます

よう、公的な支援が大変重要であると認識しております。

県におきましては、国の制度を活用いたしまして、施設を退所し、一人暮らしなどを始

める児童に対しましては、就職支度費や、大学進学費等自立生活支度費、こちらは８

万2,000円余りになりますが支給され、新生活に向けた準備経費に充てられているところ

でございます。

また、児童相談所の判断によりまして、保護者からの支援が見込めない児童について

は、当面の生活費として41万3,000円余り追加で支給される措置も用意されているところ

でございまして、合計で49万6,000円余りの支援という形が取られる場合もあります。

また、返還免除要件がございます住居費でありましたり、生活費とか、資格取得費に掛

かる経費としての貸付も実施をしているところでございまして、安定した生活基盤を築け

ますような円滑な自立支援を考えているところでございます。

近藤委員

前に私が伺ったときは、大体退所時に８万円が支度金で、それ以上は出ないといった話
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を聞いていたのですが、今の説明では児童相談所が認めた41万円が特別に支給されると

いった形で、少し安心しました。

退所して、初めての一人での生活と慣れない仕事に疲れて、また人間関係も新しく築い

ていかなければならないという不安や悩みを抱えたときに、退所した子供たちが頼るとこ

ろがないのではないかと。そういったときに利用できる相談窓口とか支援先が必要とは思

うんですが、県ではそのような支援というのは行っているんでしょうか。

原田青少年・こども家庭課長

退所後に利用できる相談窓口等々の支援についての御質問でございました。

県では、施設の退所者に対します生活相談、就職活動支援等を実施するとともに、気軽

に立ち寄れる居場所の提供といたしまして、事業を実施しているところでございます。

その居場所としましては、ほなな・ほーむという居場所がございまして、誰もが利用い

ただけますよう、立地につきましては徳島駅周辺にございまして、主に養護施設を退所さ

れた皆様に御利用いただいているところでございます。

このほなな・ほーむにつきましては、相談員が常駐しておりまして、退所者を受け入れ

ながら、例えば世間話などを通じまして、悩み相談や就職活動のサポート、また時には

フードバンクを活用させていただきました食材の提供なども実施しているところでござい

ます。

さらに、令和４年度に成立しました改正児童福祉法におきましては、支援対象となりま

す年齢制限が緩和され、県が必要と判断すれば、引き続き児童養護施設で生活することが

可能となるとともに、退所者につきましても、精神的な不調でありましたり、生活疲れの

場合に、再び児童養護施設で一定期間生活をしていただき、心身の回復も図りながら、一

人での生活に戻れますよう支援することが可能となったところでもございます。

この拡充された制度も積極的に活用させていただきながら、きめ細やかな、さらには寄

り添い支援というところも継続して、児童養護施設の退所者の皆様方が安心して社会生活

が送れますように取り組んでまいりたいと思っております。

近藤委員

これまでは18歳で退寮したら帰れないといったことがほとんどだったんですが、特例の

ような形で、帰る家がその子たちにもできたと思います。

普通の家庭の子だったら、一人生活に疲れたら実家に帰ってちょっと休もうかというの

が、これまで児童養護施設の子たちはできていなかった状況だったんですが、今度それが

できると聞いて安心しました。

今後とも、県の手厚い支援をお願いして質問を終わります。

重清委員

先ほど、長池委員が言っていたように、文教厚生委員会に出席しているのはこれだけし

かいないということで、今、どういう内容だったんかなと調べていたんですけど、県が子

供に力を入れてやるって言っていたのに、いろんな支援センターとかも全然入ってきてい

ないし、もうちょっと見直しの必要があるのではと思って。
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委員長、副委員長にお願いするんだけど、100億円近い基金も積んで子供のためにしな

ければいけないと言っていた割に部長を含めて６人しか今いないと、これはちょっと言っ

ていた話と違うだろうと。

もう一回来年に向かって見直しをしていると思いますけども、今も近藤委員が言ってい

たような福祉の、いろいろ関係しているはずでしょう。それなのにこれだけの、このメン

バーだけですか。

児童センターとかいろんなもの、全部所管は違うんですか。無いんだったらこっちに入

れるべきではなかったのかなと思うのですけど、全部ここで、これだけでやるんですか。

南部、西部の件だって、そこらを今見て、長池委員も少ないなというので、せっかく作っ

た部局なのに、部局としての作り方がおかしくないですか。今回初めての委員会ですけ

ど、そういう作り方はちょっと。

阿部こども未来部副部長

この度、こども未来部が創設されまして、それで今、ここに来ているのは３課となって

おりますが、部としての所管といたしましては、中央こども女性センター、それから、南

部、西部のこども女性センター、徳島学院も私どもの部になっておりまして、社会的養護

や、そういう虐待も含めた子供に関しての施策も、私どもで所管をしておるところでござ

います。

それで、この委員会に出席しておりますのはこのメンバーになりますが、こども女性相

談センターの所長の権限といたしまして、緊急時に子供を措置するという権限を持ってお

りまして、もしこの議会に出席しているときに緊急事態があった場合、どのような対応を

するかというところもございまして、今回はこの６人で委員会の出席をさせていただいて

いるところでございます。

重清委員

緊急になったら、そういう県民の福祉とかそちら優先ですよと、緊急事態優先ですよと

いうのは、どの委員会も一緒と思うんですけどね。文教厚生委員会だけではないと思うん

ですけど。今まで徳島県議会の委員会はそういうやり方だと思うのですけど、当然出てき

て何かあったら、それはそっちを優先してくださいというやり方ではないですか。

何かあったらいけませんので、頭から出てきておりませんではなく、そこらがちょっ

と。

臼杵こども未来部長

今回、部が新設されまして、いわゆる万代組織としましては、この３課の体制となって

おります。

先ほど、副部長から説明いたしましたように、私どもの所管としましては、児童相談所

と徳島学院と、こういう体制の中でやっておるところであります。

今年度、文教厚生委員会に、児童相談所の所長や徳島学院の院長も参加の検討を、議会

事務局とも相談もしたんですけれども、先ほど少し申しましたが、この中でも特に児童相

談所なんですが、365日24時間対応というところで、例えば今1,000件を超えるような通報
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がきておりまして、その通報の度に所長の判断で、例えば人を派遣するとか、そういう日

常的に判断する場面が多くございまして、この委員会に来ているときに、そういう事案が

起こったときに対応できないところがございます。

現状としましては、こういう３課の体制で今年は臨ませていただこうという判断の下

で、現在このような体制を取っておるというところになっております。御理解をいただけ

ますようお願いいたします。

重清委員

児童相談所は大事なんですよ。それだけあるということは、それも見直しもあったはず

です。質問でも、そこらはどうなったのかと、それはそうしたら全部答えてくれるんです

かと。件数にしても、どういう内容の、こういうのがあるではないかと、具体的にこうし

ないかと。それは南部総合県民局や西部総合県民局を作ったときも一緒です。大事ですけ

ど説明は来ていましたよ。

ここに来られないのかと。来られないって、その対応をずっとしないといけないという

組織だったら、もうちょっとそれ自身を考えてあげなければいけないのと違いますか。

それだけここには出てこれない、忙しいというのだったら、人が少ないのと違います

か。施設も中途半端になっているのと違いますか。そこらはどんなんですか。

臼杵こども未来部長

先ほども委員から出ました、児童相談所あり方検討委員会がございまして、昨年度、重

清委員の御質問に対してお応えする形で、この検討会を開始したところでございます。

今年の初めの段階から研究をしてきておりまして、この中で児童相談所の機能強化、あ

るいは相談が多くなってくるにつれて職員対応の厳しさというものもありますので、そう

したところの対応の在り方、あるいは市町村との連携、そうしたところで今、検討会をし

ているところでございます。今年後半の取りまとめをめどに今、検討しておるところでご

ざいます。まだ、途中段階でございます。

今回の委員会の体制でありますけれども、先ほど申しましたような考え方の下で今年度

は開始したんですけれども、今、重清委員からのお話もございました。先ほど長池委員か

らも御意見がございましたので、確かにこの体制が十分かどうかは、改めまして、また議

会事務局と少し相談をさせていただきまして、どのような体制にしていくか、あるいは現

状のままでいくのか、その際にはしっかり答弁できるのか、そうしたところもしっかり検

討いたしまして、少しお時間を頂く形になるかと思いますけれども、検討させていただき

たいと思います。

重清委員

それは、今から検討しておいてください。

そうでないと、それだけ忙しい、権限があって来られませんというところは、人数は増

やさないといけない。児童相談所の件はいろんな問題があったはずです。

そこをもう少し人数的にも、施設も一緒、この二つは同時に検討して、文教厚生委員

会、これで本当にいいんですかというのは思うのですよ。
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まあ言ったら一番目玉でしょう。子供に対しては。それは私らでも、過疎化で少子化で

子供がいなくなっているんです。

どうにかしなければと思っているんですが、いろんな問題があると思うんだけれども、

この人数ですかというのは、来たときに、長池委員が言っていたように、あれと思ったん

ですけど、それは確かにそのとおりです。

そうでないと思います。委員会に人数も入れませんかと、いろんな議論もしませんか

と、できると思ってみんな委員も入ったはずです。この問題はいっぱいあると思いますの

で、十分に議会事務局、また委員長、副委員長と協議しておいてください。これだけ要望

しておきます。

古川委員

私も、事前委員会のときに思ったんですよ。部長に言いました。

ほかの保健福祉部だったら、相談支援センターとか、みんな所長が座っているのに、ど

うしてこども女性センターの所長とか、座らないのですかという、多分緊急事態の頻度が

かなり多いんだと思うのですね。

でも、そうなってくると所長は、風邪も引けないじゃないですか、熱を出したらどうす

るのかという問題になるので、今そこだって次長とかそういう代決者がおるわけでしょ

う。

なので、委員会に座ってもらう、そのあたりも検討してもらったらいいかなと僕も思い

ます。

臼杵こども未来部長

改めてとなりますけれども、今後、当委員会の理事者としての出席の体制、恐縮ですけ

れども、委員長、副委員長、そして議会事務局の皆さんと改めて相談をしまして、体制を

検討してまいりたいと考えておりますので、どうぞ御理解を賜りますようよろしくお願い

申し上げます。

竹内副委員長

聞きたいことがあったのですが、その前にこども計画の話が少し続きましたので、聞き

たいんですけれども、こども大綱があって、徳島県のこども計画を今から作ると。それを

受けて、努力義務になりますけれども、徳島県のこども計画を踏まえた上で、それぞれの

市町村がこども計画を作るという流れでよろしいんですか。スキームの話です。

大井こども未来政策課長

竹内副委員長より、こども計画の本県での流れについてのお話でございます。

副委員長お話のとおり、県の計画が策定された後、市町村で策定作業が進んでいくもの

になります。

ただ、市町村も現在、準備はしながら事務を並行で進めておるようなところもございま

して、副委員長お話しのとおり、基本的には国のこども大綱を踏まえ、県がそれを踏まえ

市町村がというような流れになるところでございます。
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竹内副委員長

分かりました。

少し懸念するのは、地方創生で国がこんな状況だから、それぞれの街で人口ビジョンを

示して、まち・ひと・しごと創生総合戦略を作りなさいという話の中でそれぞれの街が

やったんですけれども、結局同じような計画、戦略が出来上がってしまって、地方創生の

流れも、若い女性の東京への人口流出をどう止めるかという話から、人口の獲得みたいに

なって、それが関係人口に変わって、デジタル田園都市国家構想みたいに、よく分からな

いようになってしまったというのを経験しているわけです。

今も言ったように、こども大綱があって徳島県のこども計画が出来上がると。その徳島

県のこども計画を作るときに、どれだけダイバーシティな計画になるかというのが、今か

ら市町村に随分影響を与えると思います。先ほどのやり取りの中では、若い方から、いろ

んな立場の方が参加していただけるということですので、是非、県の計画づくりを、いろ

んな議論も踏まえて作っていただきたいなと思います。

地方創生の二の舞にならないようにしてほしいという思いの上で、答弁は構いませんの

で、よろしくお願いしたいと思います。

聞きたいのは、昨年の本改正も含めて保育の配置基準の見直しが行われました。76年ぶ

りです。４、５歳児の保育で、要するに今まで保育士一人当たり子供が30人であったの

が、本年度から25対１になるという流れの中で、ある民間団体の調査でしたら、まだ今の

段階で不十分な公立保育所は全国でも３割ぐらいあるというような報告もございます。

県内の保育所、認定こども園で、いわゆる新しい配置基準の25対１で、４、５歳児に対

応できているのかどうか、その辺の調査が行われているのかどうか、お聞かせをいただけ

たらと思います。

玉岡子育て応援課長

ただいま竹内副委員長から、新しい保育所等の配置基準に県内の保育所等が対応できて

いるか、その状況について御質問を頂いております。

副委員長がおっしゃいましたように、昨年の国のこども未来戦略で新しい配置基準の方

針が示されまして、今回、県における改正に対応するための関連の条例も提案させていた

だいておるところでございます。

県内の保育所等における対応状況につきましては、昨年度時点の各施設の運営状況を、

各市町村へヒアリングをしたところ、おおむね新しい配置基準に対応できているものと考

えております。

ただ、詳細につきましては、今後国において各施設の保育士数、配置、勤務状況につい

て実態調査を実施予定と聞いております。

県としましては、国の調査結果はもとよりなんですけれども、今後、指導監査等の機会

を通じまして、各施設の実態把握に速やかに努めてまいりたいと考えております。

竹内副委員長

分かりました。
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今から国が本格的に実態調査を行うという御答弁だったと思いますので、その調査結果

等がお示しいただけるんであれば、可能であればある程度のときにお示しをいただけたら

と思います。

国の指針を見れば、十分でない場合でも、都道府県が調整をして経過措置を講じるみた

いな設定になっていますので、もし25対１になってないようなケースがあるのであれば、

いろんな理由があってそうなっているんでしょうから、そういう理由の調査も含めて、

しっかりと25対１が確保できるように、まずは県で対応をお願いしたいと思います。

実態としては、公立保育所より民間の保育所のほうが配置基準が良くなっているという

ケースも多いので、民間に見習う意味でも公立の保育所がしっかりしていく、それが大事

だと思っていますので、お願いしたいと思います。

25対１が目指す基準にならないといけないのですけど、そこがゴールにならないよう

に、徳島県の保育体制はこれだけ充実しましたと言えるような、例えば20対１であり、15

対１でありというところを、方向性としては目指していただきたいですし、そのために

は、保育士の方の賃金が全産業平均から比べても随分安い状況もございます。

これは企業努力やいろんなこともあるんでしょうけれども、そこに手当が打てて、県内

で保育が安定的に供給ができるような体制づくりを是非、目指してほしいと思います。

配置基準でいうと、これまで何十年もという言い方をしますが、現場レベルでは随分、

配置基準の見直しは求めていましたけれども、76年ぶりですから、ようやく改定されたと

いう状況です。

その背景には、いろんな事故やこども家庭庁ができたりとかという背景もあって、そこ

の改定に至ったんだと思いますけれども、なかなか保育現場だけの話から少々理解をする

人たちも増えたと思っております。今が改善のチャンスだろうと思いますから、是非、県

を挙げてそのことに取り組んでいただきたいということを申し述べて、終わります。

立川委員長

それでは、これをもって質疑を終わります。

これより採決に入ります。

お諮りいたします。

こども未来部関係の付託議案は、これを原案のとおり可決すべきものと決定することに

御異議ございませんか。

（「異議なし」と言う者あり）

御異議なしと認めます。

よって、こども未来部関係の付託議案は、原案のとおり可決すべきものと決定いたしま

した。

【議案の審査結果】

原案のとおり可決すべきもの（簡易採決）

議案第１号、議案第９号、議案第10号

以上で、こども未来部関係の審査を終わります。
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これをもって、本日の文教厚生委員会を閉会いたします。（15時43分）


